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  送配電会社の所有権分離とはどういうことか、そのあとの展望含めて 

       電力問題研究会第 16テーマ・その 2：2023／10（電力労働運動近畿センター気付） 

『はじめに・・・電力自由化とシステム改革・発送電分離』 

 戦後日本は、10電力体制による地域独占で電力事業が運営されてきました。これによる電気料金高騰

などから改革が求められまし

た。よって「電力システム改

革の方針」(2013 年 4 月閣議

決定)が、①広域系統運用の拡

大、②小売及び発電の全面自

由化、③法的分離の方式によ

る送配電部門の中立性の一層

の確保という 3 段階からなる

改革の全体像が示され、国会

で成立しました。その後、総

合資源エネルギー調査会 基

本政策分科会 電力システム

改革小委員会の下に設置した

「制度設計ワーキンググルー

プ」において、電力システム

改革を着実に進めていく上で

実務的な課題への対応も含め

た具体的な制度設計に関する検討・審議を行い、進行しています。 

 私たちは、これに対し市民社会や電力現場の声をもとに様々な検討も行いました。この表に示したよ

うに「電力自由化の懸念と求められる対策」を示し、そのトップに“発送電の分離”を掲げました。 

『法的分離と所有権分離とは』 

送配電会社の「所有権分離」とは、電力会社が送配電部門を別の会社に分離し、資本関係もなくすことで

す。 これは、送配電網の中立性や公平性を確保し、電力市場の競争を促進するために行われる電力シスタム

改革の一つです。日本では、2016年に電力小売りの自由化が実施されましたが、大手電力会社は送配電部門

を子会社化する「法的分離」にとどまりました。 

詳しく言うと、10電力が抱える送配電網を、新電力を含む発電事業者が公平に使えることが最重要とされ

ました。切り離された送配電部門が、大手、新電力の別なく、公平な条件で送配電網の利用料（託送料）を

徴収するということです。具体的には、送配電事業を大手の子会社として資本関係を維持する「法的分離」

と、資本関係も切り離す「所有権分離」の 2通りを中心に議論され、「法的分離」が選ばれたのです。2015年

に改正電気事業法が成立、2020年に「法的分離」され、沖縄を除く 9社が送配電部門を子会社化して今日に

至っています。 

『所有権分離が急浮上してきたいきさつ』 

「法的分離」の場合、資本関係はあっても、送配電会社として、親会社である大手電力と、新電力を公正

に扱うことが必須です。具体的には、送配電会社は新電力と契約した消費者の氏名、住所、毎月の使用電力

量などの情報を持つことになり、この情報を大手電力が見ることは法で禁止されました。 

大手各社は、送配電子会社が持つ情報を盗み見。特に関西電力の不正は判明分だけで 15万件超に上り、顧
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客を奪い返す営業にも利用していました。 

にもかかわらず、この公正競争のための大原則を根底から揺るがせたのが 2022年 12月以降に明らかにな

った大手電力による新電力の「顧客情報不正閲覧問題」です。送配電網の運用に不公正な競争があったこと

が明らかになりました。大手各社は、送配電子会社が持つ情報を盗み見続けました。特に関西電力の不正は

判明分だけで 15万件超に上り、顧客を奪い返す営業にも利用していたのです。 

この問題を受けて、政府の規制改革推進会議の作業部会は、大手電力会社に対して送配電子会社との資本

関係を完全に切り離す「所有権分離」を求める提言をまとめました⇒以下『提言』。 

提言者の一人、都留文科大の高橋洋教授（エネルギー政策）は、回転ずし会社の幹部が、競合他社に引き

抜かれた際に食材原価などの営業秘密を持ち出した事件を例に、「不正閲覧が許されないことは明らか」と指

摘した上で続ける。「2000 年から小売り自由化が段階的に進んだが、この間、不正閲覧で不利な競争に置か

れた新電力が不当に撤退を余儀なくされたり、料金が高騰したりした可能性も否定できない」と指摘しまし

た。 

          『さまざまな問題点もある』 

『所有権分離のメリットとデメリットについて』 

メリット： 

• 送配電網を公平に利用できるようになり、新規参入や競争が活性化することで、電気料金の値下げが

期待できる。 

• 再生可能エネルギーの導入が加速する可能性がある。 

• 送配電部門の維持管理業務を切り離すことで、発電部門のコスト削減が可能になる。 

• 送配電設備の信頼性が向上する可能性がある 1。 

デメリット： 

• 発電部門と送配電部門の連携が取りにくくなり、電気の品質や安定性が低下する可能性がある。 

• 新しい発電所や送配電設備の建設には大きな設備投資が必要になり、逆に電気料金を上げる要因に

なる可能性がある。 

• 海外の事例では、発送電分離導入後にすぐに電気料金が下がったという実績はまだ見られず、むしろ

上昇した国もある。 

『財産権の侵害について』 

所有権分離には大手電力が抵抗してきた経緯があります。また大手電力は、巨額の投資を必要とする電気

事業はグループ経営ができなくなると、資金調達に支障が出る恐れがあるとも訴えます。 

また送配電は資産を持って託送料という安定的な収入を得られますが、それと完全に分離された発電事業

の収益性が落ちて、かえって電気料金が上がる可能性を指摘する声もあります。 

そこで『提言』は、送配電会社が法に違反し、公共の利益を阻害した場合には「許可の取り消しができる」

という電気事業法の規定があることを指摘。情報漏えいをした送配電会社の許可を取り消した上で、送配電

網の引受先に即日許可を出すことで、「実質的に所有権分離への道が開ける」と提案したのです。 

また高橋教授は、「会社分割による新会社を引受先とするか、投資会社など他社への売却が考えられる。2

年ほどの準備期間を置いて移行すれば電力供給にも支障はない。それまでは、行為規制を強めて中立性を確

保する」と述べ、「同じ法的分離のドイツでは、電力会社への規制を強化した結果、規制を守る負担が重いと

判断した親会社が送電網を自主的に売却、電力 4社のうち 3社で所有権分離が実現した。」と解説しました。 

『安定供給が出来なくなるのでは!?』 

その理由は「基本的に貯蔵できない電気は、消費量と発電量を常に一致させる必要がある。また、発電所

で作られた電気は送電線や配電線を通って消費者へ届けられるため、発電所と送電線は長期的視点で歩調を
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合わせて整備する必要もある。したがって、停電への迅速な対応を含め、所有権分離では一体的な運営がで

きにくくなりマイナスが大きい」というのです。これら大手電力の主張も踏まえ、経産省は所有権分離でな

く、現状の子会社のまま規制強化で対応する考えを示しています。 

これに対し高橋教授は「送配電が独立すると、今は地域でばらばらな送配電会社が合従連衡し、本当の意

味で広域運用が実現して電力の安定供給につながる。再生可能エネルギー導入に寄与する送電網への投資も

進む。すでに欧州は実現している。再エネを軸とした脱炭素を社会全体で実現するために、今回の提言に向

き合ってほしい」と述べています。 

『外国では所有権分離は進んでいる』 

欧州では、1996 年から 2009 年にかけて、電力自由化のための 3 つのエネルギーパッケージが制定されまし

た。その中で、2009年の第 3次エネルギーパッケージでは、送配電の所有権分離が求められました。 

しかし、所有権分離には反対する国もありました。特にフランスやドイツなどは、財産権の侵害や電力の安

定供給の問題を指摘しました。 そのため、所有権分離の代わりに、送配電部門を法人格分離したり、独立系

統運用者（ISO）や独立送電運用者（ITO）を設立したりすることができるようになりました。 

現在、欧州では、英国やスペイン、イタリア、北欧諸国などで所有権分離が導入されていますが、フランス

は所有権分離を採用していません。 

            

所有権が分離されたあとの展望・・将来の方向について・・イメージも含めて 

『抜本的な日本の送電網のあり方』 

今後の焦点は、政府の規制改革案に提言が盛り込まれるかどうかです。 

これは、新規参入者に対して公平な競争条件を提供し、電力市場の自由化を促進するために行われねばな

りません。 

遠隔地の大規模原発などから、大消費地への超高圧送電線で供給してきた日本の送電網を根本的に考え直

すことが基本です。全国に点在し、今後も地産地消・分散型電源を急増させていく方向に見合った送配電網

の実現がそれです。 

そのためには、幾つかのカベも乗り越える国民合意も必要です。旧大手電力間の連系系統、50・60ヘルツ

間の系統の抜本的な増強の問題、北海道や東北などの大規模洋上風力から列島各地へ送り込む系統、「電力安

定供給を理由」とした再生可能エネの抑制問題の解決、等々。 

何よりも急ぐ必要があるのは「蓄電技術」で、再生可能エネ発電を抑制するのではなく、最優先で活用出

来る政策を先行させる必要があります⇒以前の 15テーマで論述済み。 

【意見 1】：東西 2社程度に合併し、連系線増強を優先させていく。メンテについては従来の区域ごとでよい

と思う。 

【意見 2】：アメリカのカリフォルニアには送配電会社が多くあって、ISO通して運営管理が行われ、複数の

会社で比較出来る姿となっている。だから日本でも無理に合併しなくても良いと思う。 

【意見 3】：ドイツのシェーナウの取り組み過程では、送配電設備を市民たちが自分の者にしていく運動が繰

り広げられた。 

【意見 4】：所有権分離されれば、新しい送配電会社が再生可能エネ発電の送配電を創りあげる場合もあり得

ると思う。 

【意見 5】：淡路島は南半分が四国電力から、北半分が関電ら送電していて、南側のメガソーラーが四国電力

によって出力抑制され危機にひんしている。淡路全体の送配電網を自治体や再可エネ関係者によって、自給

体制が可能かも知れない。 

【意見 6】：関電では御坊・海南火力廃止で大阪へ向かう送電線は遊んでいる。全国でも大型原発や火力がな
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くなると超高圧送電線をどのように活用すべきか考える必要がある。 

『電力広域的運営推進機関との関係』 

 2015年 4月に発足、その後の歩みは図の通りで、2020

年の電技事業法改正で「全国大で最適なネットワーク形

成となるようなマスタープランの策定」も任されるよう

になりました。次ペーシ記事のように、政府は大きな予

算で、新たな系統増強の動きも出てきてい

る。 

 よって、所有権分離された「送配電会社」

の運営管理と、どのような連携関係となって

いくのか、さまざまな議論・検討が求められ

ています。 

 

『大手電力や経産省のうごき』 

☆「送配電システムズ」：2023／9／1から電力９社に沖縄電力も参画して全国的な「送配電システムズ」

を設立しました。今まで 10 電力ごとにそれぞれ中央給電指令所を持ち、日々の需給調整をしてきまし

た。しかし、全国的に太陽光発電が増えるとともに、出力が落ちる夕方以降のやりくりに苦心するよう

になりました。そのため需給管理システムを統一することで、他の電力司令所からバックアップ出来る

ようにしたもの。 

 これは、前記でふれた「広域的機関」と協調するためか、「対抗」となるのかよくわかりません。 

☆「発電と小売りの分離も」：「急浮上してきたいきさつ」で記載したように、地域独占時代のまま「不

正」が継続していて、さらに以下の問題点も浮上してきているので、送配電会社の所有権分離だけでな

く「発電と小売り」の分離も必要です。 

 大手電力は供給力の 8割を持っています。同社内の小売り部門への内向けの「安い価格で卸す」特別
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料金メニューがあり、新電力をつぶせるような「内部取引」を行って利益を上げているのです。経産省

は「情報公開すればよい」としているだけです。したがって再エネで頑張る事業者・団体からも「発電

と小売りも分離せよ」との強い要求も出されています。関電の場合、発電部門と小売り部門の役員は同

一人物となっています。 

 ドイツでは、市民とともに自治体が発電も配電も小売りも独占しているが、自由化と情報公開が徹底

されているので、市民はたの電力会社からの電気購入も自由に選択出来るようになっています。 

☆「電力広域的運営推進機関」の計画：以下の記事の通りです。 

 


